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【概要】 

この論⽂は、スウェーデンの職業リハビリテーションに対する法案の科学的根拠を 1.職
業リハビリテーションへのアクセスが公平かどうか、2.アウトカムが集団によって異なるか
どうかの 2 点において検討したものである。⽅法は、1990 年-2009 年までの期間に 11 の電
⼦データベースと 15 のウェブサイトを対象として、実際に職業リハビリテーションプログ
ラムを提供または受講した⼈の系統的レビューやその他の職業リハビリテーションに関す
るプログラムのアウトカムを報告したものの分析を⾏っている。 

その結果、11 件のレビュー論⽂が採択され、そのうち 6 件が 1.職業リハビリテーション
へのアクセスが公平かどうかを、7 件が 2.アウトカムが集団によって異なるかどうかを検討
していた。また、アクセスに関する観察研究すべてにおいて、男性、若年者、⻑期の病気休
暇のある⼈、低所得者、雇⽤労働者、筋⾻格系および精神障害、またはアルコール乱⽤の⼈
の割合が⾼く、偏った結果となったと報告している。さらに、アウトカムの差は、男性、若
年者、雇⽤者、病気休暇が短い⼈、⾼収⼊の⼈でアウトカムが良好であったと述べている。
加えて、職業リハビリテーションの成果は地域の労働市場の状態にも依存しているとして
いる。 
上記を踏まえ、スウェーデンでは、職業リハビリテーションに対する法案が“全ての⼈”に
適⽤されることを意図しているにもかかわらず、職業リハビリテーションへのアクセスと
アウトカムに差が⽣じているといった結果であった。よって、今後は⼈⼝全体の政策の公平
性分析が必要であることを説いているものである。 
 
【解説】 
 本邦をはじめ、世界各国の障害者雇⽤・職業リハビリテーション対策は、1981 年の国際
障害者年以降、理念的にも現実の政策⼿段についても⼤きく変化した。このような時期にお
いて、OECD（経済協⼒開発機構）の労働⼒社会問題委員は、1988 年に加盟国の障害者対
策、特に障害者を労働市場へインテグレートし、その雇⽤を維持するための政策⼿段を評価



する⽬的として、専⾨家会議を設置している 1）。中でも、スウェーデンは企業に対して障害
者雇⽤義務や法定雇⽤率の設置がなく、政府による様々な障害者雇⽤施策として障害者助
成雇⽤が実施されている 2）。本論⽂の職業リハビリテーションもそのうちの⼀環として⾏わ
れている。 
 これに対し、本邦では障害者の雇⽤の促進等に関する法律にて、障害者雇⽤の義務化やそ
れによる雇⽤納付⾦制度、法定雇⽤率が定められ、企業としての社会的責任や法令順守が企
業側に課されている 3）といった違いが⾒られる。また、この法律には、障害者に対する偏
⾒等の緩和や障害者の労働能⼒の認知といった⼀定の評価が得られているが、障害者の納
付⾦制度のシステム上の問題や労働能⼒の有無よりも障害の有無への着⽬、障害者個⼈へ
のスティグマの植えつけ等の課題を抱えていると指摘され、政策への提⾔とされている 4）。 
 このように、近年では政策評価の⼀環として、エビデンスに基づく政策形成の動きが活発
となっており、内閣府が中⼼となってこれを推進する体制づくりが⾏われている 5）。本論⽂
もこのエビデンスに基づく政策形成の⼀部として捉えることができ、法令の不⼗分な点を
指摘することで、より良い政策形成の根拠として有⽤であると考えられる。しかしながら、
本邦では本論⽂のような網羅的に職業リハビリテーションについて調査した報告は皆無で
ある。したがって、今後は科学と政策の分野間の橋渡しを⾏うとともにエビデンスに基づく
政策形成を念頭に置いた研究の推進が必要であると推察する。 
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